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運用型か管理型か
〇運用型は他の免許業種と競合するので、参入

免許の審査

〇管理型も実質的に運用型にならないように、

事実上免許型と同様の審査内容（監督指針）

その結果問題がない場合のみに管理型の登録参
入を認める。

危惧を指摘された信託会社は、運用型を選択
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信託財産額
〇信託財産額は、運用型信託会社12社平均金額は819,935百万円であ
り、合計金額9,839,221百万円

〇管理型信託会社18社平均金額は、36,673百万円となり、合計金額
660,117百万円

〇信託会社30社平均金額が349,978百万円であり、合計金額は
10,499,338百万円

〇構成比は、運用型信託会社が93％、管理型信託会社が7％

〇信託会社の信託財産合計金額10,499,338百万円を、
国内で信託業務を営む金融機関等の係数「全国信託金
額」1,067,294,460百万円（信託協会調べ）と比べる
と概ね１％に相当



財務状況

営業収益 信託報酬 営業費用 営業利益

運用型信託会社
平均
合計

６５７（１１）
７,２２５

３９５（１１）
４,３４０

４４２（１１）
４,８６３

２２２（１１）
２.３６２

管理型信託会社
平均
合計

１７９（１７）
３,０４７

７６（１５）
１,１４１

１６６（１７）
２,８２９

１３（１７）
２１８

信託会社合計
平均
合計

３６７（２８）
１０,２７２

２１１（２６）
５,４８１

２７５（２８）
７,６９２

９２（２８）
２,５８０



売上高販管費率

〇収益に対する費用の割合である売上高販管費率
は平均で75％であり、運用型信託会社では67％、
管理型信託会社では93％

〇売上高販管費率を見た場合に管理型信託会社で
は、業務効率が極めて低いことが指摘できる。

[対照的に不動産関係信託会社の母体である

不動産会社では36％である。]



調査の結論ー1 信託会社の出自

〇不動産関連会社10社。

金融機関からの参入も10社。

士業６社、知財関係２社、保険１社、

製造１社、留学１社。

〇多くは、親会社があり、主に事業会社と金融

機関との子会社が信託会社として参入してお

り、改正法制定時の予想と概ね一致



ー2 運用型と管理型の選択

〇現在、運用型信託会社は12社であり、管理

型信託会社は19社である。その差は７社。

〇最近では監督当局の姿勢もあり、参入形態

は運用型指向が多くなっている。



ー3 専門特化型（ブティック型）

〇実際の信託会社をみた場合、専門特化型・
ブティック型であり、百貨店型・デパート
型ではない。

〇多様な信託サービスを各社それぞれ専担特化
し、提供している。信託会社数割合では不動
産運用・管理を目的とする信託会社が42％を
占め、代表業種



ー4 役職員

〇役職員の状況を見ると全信託会社で1,026名

のうち役員は161名で、合計31社平均では33

名でうち5名が役員

〇運用型信託会社及び管理型信託会社とも信託

会社の人的構成を人数から見ると小規模法人

〇業務の外部依存性が高い組織



ー５ 設立企画時から免許までの期間等

〇所要期間は、全社平均で概ね24ヶ月

なお、管理型信託会社の特異なケースを除
くと、運用型信託会社及び管理型信託会社と
も18ヶ月（１年半）



ー６ 行政からの指導と対応状況

〇事業規模などに対応し、資本金額等の指導

〇平均では、運用型信託会社が3.7億円、管理型

信託会社が1.8億円であり、信託会社合計の平

均では、2.5億円



ー7.8 主要取引先（信託委託者）紹介先

〇主要取引先（信託委託先）の大宗は、親会社

である。親会社のスキームの中に有機的に取

込まれ、事業としての円滑性、効率性、採算

性などが図られている。

〇信託事案の紹介先 運用型信託会社では、や

はり９社が親会社の紹介・回付である。管理

型信託会社では、12社が親会社からの紹介・

回付である。



ー9 信託業務とその他業務とのウェイト比

〇信託会社全社では信託業務のウェイト（金額

ベース）が71％

なお、信託業法第21条２項では、信託会社は信
託業務に支障を及ぼさず、かつ信託業務に関連す
る範囲で「兼業業務」も行うことができるとされ
ているので、その他のウェイトが大きい信託会社
は留意する必要があるのではないか。



－10 競合上の比較優位性
①他の信託会社との関係 親会社関係財産に限定（棲
み分け）、顧客に対する総合的なサービス提供、提
供サービスの独自性などを挙げる。親会社グループ
の帰属性

②信託銀行との関係 柔軟に商品設計できること、対
象財産の金額的棲み分けがあること、報酬金額など
が低廉であること、一件当たりの金額が比較的少額
であることなどを挙げる。
商品としてニッチ分野であり、コストの観点から

軽量体質であることが優位性となっている。役職員
の信託業務における特化習熟性を挙げる。



ー11 将来に向けた状況
〇不動産関連信託会社を中心に団塊世代が本格的に介

護等を要する後期高齢者層に加わるために、その

サービス提供を拡大と柔軟な商品設計を工夫する。

〇加えて多様な資産活用に係る運用・管理ツールとし

てのリース債権等の流動化ニーズの増加、VB、国家

戦略である知財立国に対応した知的財産管理の充実、

SDGsに係るCO²削減のための再生E事業活動、地域

の活性化に向けた不動産開発なども含めて需要拡大

を示している。


